
復興産業集積区域における固定資産税課税免除申請書

[bookmark: _GoBack]　　年　　月　　日

南三陸町長
　　　　　　　　　　　　　　　　　
(申告者)
住所又は所在地　　〒
 (
(
ﾌﾘｶﾞﾅ
)
)　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
氏名又は名称
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印　
電　話　　　　－　　　　－　　　　
　南三陸町復興産業集積区域内における固定資産税の課税免除に関する条例第２条に規定する課税免除の適用を受けたいので、同条第３条の規定により関係資料を添えて下記のとおり申請します。

記

	復興推進事業の内容
	指定内容

	
	東日本大震災復興特別区域法第（３７・３９・４０）条

	前年（平成　　年）中に取得した課税免除対象資産の一覧

	土地
	所在地
	地目
	地積
	取得年月日
	土地を敷地とする家屋の
建設着手（予定）年月日

	
	
	
	㎡
	　．　 ．
	　．　 ．

	
	
	
	㎡
	　．　 ．
	　．　 ．

	
	
	
	㎡
	　．　 ．
	　．　 ．

	家屋
	所在地
	家屋番号
	構造
	延床面積
	取得年月日
	種類（用途）

	
	
	
	
	㎡
	　．　 ．
	

	
	
	
	
	㎡
	　．　 ．
	

	
	
	
	
	㎡
	　．　 ．
	

	償却資産
	資産の名称
	資産の種類
	数量
	耐用年数
	取得年月日
	取得価額

	
	
	
	
	年
	　．　 ．
	円

	
	
	
	
	年
	　．　 ．
	円

	
	
	
	
	年
	　．　 ．
	円

	関係書類の提出予定日
	年　　月　　日　
	決算日
	月　　　日


· 記載要領及び提出書類については、裏面を確認してください。

	
· 記載要領
※　「指定内容」の欄について、指定を受けた特例条文に該当するものを○で囲んでください。
※　「土地・家屋・償却資産」の欄には、新たな課税免除対象資産のみを記載してください。前年度以前から継続する課税免除対象資産（最大５年度分適用）については、償却資産申告書等により資産の異動（滅失や売却、区域外への移動等）を申告してください。
※　「土地・家屋・償却資産」の欄が不足する場合には、「課税免除対象資産　補充用紙」をコピーして使用してください。
※　継続して課税免除の適用を受ける場合で、前年中に資産の取得がない場合であっても、本申請書の提出が必要です。この場合は、「土地・家屋・償却資産」の欄に記載する必要はありません。
※　事業年度が賦課期日（１月１日）以後等の理由で、申請時に提出できない書類がある場合でも、提出できない書類を除き、期限までに申請してください。この場合、後日提出する書類の提出予定日を「関係書類の提出予定日」の欄に記載してください。
※　期限以降に申請された場合は、条例の規定により課税免除の対象外となることがあります。



◎　提出書類
(1)　復興産業集積区域における固定資産税課税免除申請書

(2)　「指定書」及び「指定申請書」（指定事業者事業実施計画書含む）の写し
　　※　指定事業者事業実施計画書の変更等があった場合は、最新のもの。
　　※　次年度以降の申告において、指定事業者事業実施計画書等に変更がなければ省略可。

(3)　「復興推進事業の実施に係る認定書」及び「復興推進事業に関する実施状況報告書」の写し
　　※　上記(1)の申告書に記載された資産について、認定を受けたことがわかる事業年度分のものを添付してください。

(4)　「法人税確定申告書」、同表別表十六（一）、同表別表十六（二）及び「特別償却の付表（震一）又は（震三）」並びに「固定資産台帳」の写し
　　※　上記(1)の申告書に記載された資産について、国税上の特例措置（特別償却等）の適用を受けたことがわかる事業年度分のものを添付してください。
※　国税上の特例措置（特別償却等）の適用を受けていない場合は、「特別償却不履行理由書（任意様式）」を添付してください（土地については不要です）。

(5)　配置図、平面図等（課税免除の対象となる土地、家屋の面積等が明示されているもの）
　　※　次年度以降の申告において、変更等がなければ省略可。

(6)　その他必要と認める書類
　

※　上記(3)及び(4)の書類について、事業年度が賦課期日（１月１日）以後等の理由で、申請時に提出できない場合であっても、提出できない書類を除き、期限までに申請してください。この場合、上記(1)の「関係書類の提出予定日」の欄に記載のうえ、準備ができ次第速やかに提出してください。

※　上記(2)、(3)、(4)及び(5)の書類については、前年度までに提出されているものにより省略することができます。提出の有無、省略の可否については、担当までお問い合わせください。


課税免除対象資産　補充用紙

	土地
	所在地
	地目
	地積
	取得年月日
	土地を敷地とする家屋の
建設着手（予定）年月日

	
	
	
	㎡
	　．　 ．
	　．　 ．

	
	
	
	㎡
	　．　 ．
	　．　 ．

	
	
	
	㎡
	　．　 ．
	　．　 ．

	家屋
	所在地
	家屋番号
	構造
	延床面積
	取得年月日
	種類（用途）

	
	
	
	
	㎡
	　．　 ．
	

	
	
	
	
	㎡
	　．　 ．
	

	
	
	
	
	㎡
	　．　 ．
	

	
	
	
	
	㎡
	　．　 ．
	

	
	
	
	
	㎡
	　．　 ．
	

	償却資産
	資産の名称
	資産の種類
	数量
	耐用年数
	取得年月日
	取得価額

	
	
	
	
	年
	　．　 ．
	円

	
	
	
	
	年
	　．　 ．
	円

	
	
	
	
	年
	　．　 ．
	円

	
	
	
	
	年
	　．　 ．
	円

	
	
	
	
	年
	　．　 ．
	円

	
	
	
	
	年
	　．　 ．
	円

	
	
	
	
	年
	　．　 ．
	円

	
	
	
	
	年
	　．　 ．
	円

	
	
	
	
	年
	　．　 ．
	円

	
	
	
	
	年
	　．　 ．
	円

	
	
	
	
	年
	　．　 ．
	円

	
	
	
	
	年
	　．　 ．
	円

	
	
	
	
	年
	　．　 ．
	円

	
	
	
	
	年
	　．　 ．
	円

	
	
	
	
	年
	　．　 ．
	円



